
 
 

愛知県農業共済組合所有不動産売買仮契約書 
 

売払人 愛知県農業共済組合（以下「甲」という。）と 買受人〈落札者〉（以下「乙」とい

う。）は、愛知県農業共済組合所有不動産売却条件付一般競争入札説明書（以下「説明書」

という。）に基づき、次のとおり不動産売買仮契約を締結する。 
この契約は仮契約であり、甲が愛知県農業共済組合理事会の議決に付すべき事項であり、

愛知県農業共済組合理事会運営規則第２条第１項第４号エの規定により理事会の議決に付

し、可決を得た上で、本契約を締結したとき、この仮契約書は効力を失う。また、愛知県農

業共済組合理事会の可決が得られないとき、この仮契約は解除となり、甲は一切の責任を負

わない。 
この仮契約書は、あらかじめ必要最低限の事項を定めた内容であり、不動産売買に当たり

追加すべき事項については、双方が誠意を持って、協議を行い取り決め本契約において追記

するものとする。 
 

［契約締結の経緯］ 
 乙は，本件不動産を買い受け後，直ちに〇〇〇〇に供する目的を有するものであり，甲も

これを了知した上で売却することに承諾し，甲・乙間においてこの契約の締結に至ったもの

である。 
 
（信義誠実の義務） 
第１条 甲及び乙は、信義に従い、誠実にこの契約を履行しなければならない。 
（売買物件） 
第２条 甲はその所有する末尾記載の愛知県農業共済組合所有不動産（以下「本物件」とい 
う。）を現状有姿のまま乙に売り渡し、乙はこれを買い受ける。 

２ 本物件における建物は、甲から乙に対し、無償にて譲渡するものである。 
（売買代金及び納入方法） 
第３条 売買代金は、金〈落札金額〉円とする。 
２ 乙は、愛知県農業共済組合理事会で売却の可決を得て本契約を締結した日から、令和９

年３月 25日までに、前項に規定する売買代金を、甲が発行する納入通知書により、甲に納

入しなければならない。ただし、第４条に規定する契約保証金を売買代金の一部として充当

することとし、甲が請求する売買代金は、契約保証金を差し引いた金額とする。 
（契約保証金） 
第４条 乙は、契約保証金として金〈落札金額の３％、ただし 10,000 円未満切り上げ〉円を、 

仮契約の締結期限の前日（令和８年 11月 26 日（木））までに、甲の発行する納入通知書 

により甲に納入しなければならない。 
２ 甲は、乙が前条第２項に定める義務を履行しないときは、第１項に定める契約保証金は 



 
 

甲に帰属させることができる。乙の責に帰すべき事由により契約が無効又は履行不能  

となった場合においても、また同様とする。 
３ 第１項に定める契約保証金には利子は付さない。 
４ 本物件の売却に係る議案が、愛知県農業共済組合理事会において否決されたとき、この

仮契約書は解除され、解除後 14 日以内に甲は乙に契約保証金を返金するものとする。 
（所有権の移転及び物件の引渡し） 
第５条 本物件の所有権は、乙が売買代金の納入を完了したときに、甲から乙に移転した 
ものとする。 

２ 本物件は、前項の規定により、その所有権が移転したときに、現状有姿のまま乙に対 
して引渡しがあったものとする。 
（所有権の移転登記等） 
第６条 乙は、前条の規定により本物件の所有権が移転した後、速やかに甲に対し所有権 
の移転登記を請求するものとし、甲は、その請求により遅滞なく所有権の移転登記を嘱託 
するものとする。 

２ 乙は必要な書類等を、予め甲に提出するものとする。 
（危険負担等） 
第７条 この契約締結の日から本物件の引渡しの日までにおいて、甲の責めに帰さない事 
由により、本物件に滅失、き損等の損害が生じたときは、その損害は、乙の負担とする。 

（契約不適合責任） 

第８条 甲は乙に対し、本物件を現状有姿で引き渡すこととし本物件が種類又は品質に関

し本契約の内容に適合しないものであっても担保責任を一切負わない。ただし、甲が知

りながら告げなかった事実又は甲自らが第三者のために設定し又は第三者に譲渡した権

利については、甲はその責任を免れることはできない。 

（禁止用途） 
第９条 乙は、本物件を次の各号に揚げる用途に供してはならない。 
（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２

条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第 11

項に規定する特定遊興飲食店営業及び同条第 13 項に規定する接客業務受託営業の事務

所の用途 

（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第２条第

２号に規定する暴力団その他の反社会的団体及びその構成員の活動のために利用す 

るなど公序良俗に反する用途 

（３）無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）第

５条に規定する観察処分の決定を受けている団体の事務所の用途 

（実地調査等） 



 
 

第 10 条 甲は、この契約の履行について必要があると認めるときは、乙に対して、その履 
行状況を確認するため、実地調査を行い、又は乙から必要な報告若しくは資料の提出を求 
めることができる。この場合において、乙はその調査を拒み、妨げ、又は報告若しくは資 
料の提出を怠ってはならない。 

（契約の解除） 
第 11 条 甲又は乙は、その相手方がこの契約に定める義務を履行しないときは、相当の期 

間を定めて催告のうえ、この契約を解除することができる。 
２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当するときは、甲は、催告を要しないで直ちに

この契約を解除することができる。 
（１）乙に、本物件の売買に関し虚偽の報告若しくは申告その他不正な行為があったとき。 
（２）乙に、破産等の事由が発生し、これによりこの契約に規定する義務を履行すること 

ができないと認められるとき。 
３ 前２項の規定により甲がこの契約を解除した場合において、乙又は第三者に損害が生じ 
ても、甲はその責任を負わない。 
（返還金等） 
第 12 条 前条の定めにより甲が契約を解除したときは、乙は自らが負担した契約の費用及 

び本物件に支出した必要経費、有益費その他一切の費用を甲に請求することはできない。 

（違約金） 

第 13 条 乙は、甲がこの契約を第 11 条の定めにより契約を解除したときは、違約金とし

て第３条に定める売買代金の 100 分の 20 に相当する額を支払わなければならない。 

２ 乙は、第９条に定める義務に違反したときは、この契約締結の日から 10 年間に限り、 

第３条に定める売買金額の 100 分の 20 に相当する額を支払わなければならない。 

３ 乙は、第 10条に定める義務に違反したときは、この契約締結の日から 10 年間に限り、

第３条に定める売買金額の 100 分の 10 に相当する額を支払わなければならない。 

（原状回復義務等） 

第 14 条 乙は、甲が第 11 条の定めにより契約を解除したときは、甲の指定する期日まで 
に次の各号に定める事項を実行しなければならない。 

（１）本物件について設定された抵当権、その他本物件の完全な所有権の行使を妨げる権利 
を消滅させることとする。 

（２）甲名義に所有権移転登記をするための登記承諾書を甲に提出すること。なお、甲名 
義に所有権を移転するために必要な登記費用等は、すべて乙の負担とする。 

（３）本物件に存在する建物及びその他の工作物等を収去し、本物件を第５条の引渡し時の

原状に復して返還すること。ただし、甲が原状に復する必要がないと認めたときは、乙

は、甲に対し現状のまま返還することができるものとする。 
２ 前項第３号ただし書により本物件を返還したときは、当該本物件内に残置したものの所

有権はすべて甲に帰する。なお、これにより、乙が損害を被っても甲に対して一切の請求を



 
 

することができない。 
３ 乙は、第１項第３号ただし書の場合において、本物件が滅失又はき損しているときは、

その損害賠償として、減損額に相当する金額を甲に支払わなければならない。また、乙の責

めに帰するべき事由により甲に損害を与えている場合には、その損害に相当する金額を甲

に支払わなければならない。 
（使用料相当損害金） 
第 15条 乙は、甲が第 11 条の定めにより契約を解除したときは、次の各号に定める使用 
料相当額を損害金として甲に支払わなければならない。 

（１） 第５条の定めにより本物件の引渡しを受けた日から、甲がこの契約の解除を通知し

た日までの使用料相当額 
（２） 甲がこの契約の解除を通知した日の翌日から、前条第１項に定める義務を完全に履

行して本物件を甲に返還する日までの間の使用料相当額 
２ 前項の使用料相当額は、第３条に定める売買代金に年率 2.7 パーセントを乗じて算出す

る額（100 円未満の端数があるときはその端数額を、又は当該算出額が 100 円未満である

ときはその全額を切り捨てる。）とする。 

（損害賠償） 
第 16 条 乙は、この契約に定める義務を履行しないために甲に損害を与えたときは、第 13 

条に定める違約金に加えて、その損害を賠償しなければならない。 
（第三者等に生じた損害の責任）  
第 17 条 甲が第 11 条の定めによりこの契約を解除したときは、これにより乙又は第三者に 
損害が生じても甲はその責任を負わない。 

（法令等の厳守） 
第 18 条 乙は、開発及び建築物の建設にあたっては、都市計画法及び建築基準法等の各 
種関係法令等を遵守しなければならない。 

（公害等の防止） 
第 19 条 乙は、電波障害、騒音、風害及び日照阻害等の防止に留意するとともに、自ら 
の責任において必要な措置を講じなければならない。 

（上下水道等） 
第 20 条 乙は、上下水道、電気、ガス及び電話等の供給を受ける際は、各々の供給者等 
と協議の上、自らの負担により責任を持って工事等を行わなければならない。 

（地下埋設物等） 
第 21 条 本物件内に地下埋設物・土壌汚染等があった場合の撤去、改良費用はすべて乙の 
負担とする。 

（地元協議等） 
第 22 条 乙は、本物件の改修工事等にあたっては、関係機関及び近隣住民等地元関係者と 
の協議、調整等を自らの責任で行わなければならない。 



 
 

（公租公課等の分担） 
第 23 条 本件物件から生ずる収益又は本件物件に対して賦課される公租公課並びに電気、 
ガス、水道料金及び各種負担金等は、納税通知書又は請求書等の宛名名義の如何にかかわ 
らず、第５条の引渡しの日をもって区分し、引渡し日の前日までの分を甲の収益又は負担 

とし、引渡し日以降の分を乙の収益又は負担とし、引渡し日において精算する。なお、公 

租公課の納付分担の起算日は 1月 1日とする。 
（契約費用等の負担） 
第 24 条 次に掲げる費用は乙の負担とする。 
（１） この契約及び本契約の締結に要する一切の費用 

ただし、この仮契約書の印紙代のみ甲の負担 
（２） 所有権移転の登記手続に要する費用 
（管轄裁判所） 
第 25 条 この契約から生じる一切の法律関係に基づく訴えの管轄は、甲の事務所の所在地 
を管轄する地方裁判所又は簡易裁判所をもって管轄裁判所とする。 

（疑義等の決定） 
第 26 条 この契約の定める事項について疑義が生じたとき、又はこの契約に定めのない事 
項について定める必要が生じたときは、甲乙協議のうえ定めるものとする。 

 
 
 

この契約の締結を証するため、契約書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その１通

を保有するものとする。 
 

 年 月 日 
 
 
甲 名古屋市中区丸の内二丁目１番 11 号 

愛知県農業共済組合 
組合長理事 平野 和実 ㊞ 
 
 

乙 〈落札者 住所氏名〉 ㊞ 
 
 
 
 



 
 

売買物件の表示 
 物件名称 
    尾張東部地区実測センター 

物件所在地 
豊明市阿野町苅外山 241 番 

土地   
地目 宅地 
公簿    1,015 ㎡ 

建物１   
面積 307.95 ㎡ 

 １階調整室及び事務室 207.30 ㎡ ２階職員宿舎 100.65 ㎡ 

種類 研究所 

構造 鉄骨造陸屋根２階建 

建物２   

面積 16.28 ㎡ 

種類 車庫 
構造 鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき 

 
  
 


